
 

 

 

長岡京市宿泊施設立地等促進事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨）  

第１条  地域と調和した多様な宿泊施設の誘致を進め、市内での観光消費の向上を促すことによ

り、地域経済の活性化を図り、雇用機会の創出に寄与するため、宿泊施設の所有者が行う宿泊

施設の整備等に要する経費に対し、長岡京市宿泊施設立地等促進事業費補助金（以下「補助金」

という。）を予算の範囲内で交付するものとし、その交付に関しては、長岡京市補助金等交付規

則（昭和５７年長岡京市規則第８号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の

定めるところによる。  

（定義）  

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ ホテル等営業 旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第２条第２項に規定するホテル営

業、同条第３項に規定する旅館営業及び同条第４項に規定する簡易宿所営業をいう。 

⑵ 宿泊施設 ホテル等営業の用に供する施設（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関す

る法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第６項第４号に規定する施設を除く。）をいう。 

⑶ 新設宿泊施設 次に掲げる施設のいずれかに該当するものをいう。 

  ア 市内に新築される宿泊施設（イに該当するものを除く。） 

  イ 市内に設置されている宿泊施設の敷地において当該宿泊施設の建物（客室を有するもの

に限る。）の全部の除却を行い、当該敷地において客室を有する建物を新築する場合にお

ける当該宿泊施設（その客室数が当該除却前の宿泊施設の客室数に比して増加し、かつ、

その収容人員が当該除却前の宿泊施設の収容人員に比して増加するものに限る。） 

⑷ 増設宿泊施設 市内でホテル等営業の用に供されている宿泊施設であって、客室数及び収

容人員の増加を伴う整備（延べ床面積の増加を伴う整備にあっては、当該整備により客室の

用に供する部分の床面積の合計が当該整備後の延べ床面積と当該整備前の延べ床面積との差

に相当する面積（以下「床面積差」という。）の２分の１に相当する面積以上増加するもの

に限る。）が行われるものをいう。 

⑸ リノベーション宿泊施設 市内に設置されている施設（宿泊施設を除く。）であって、宿

泊施設とするための整備が行われるものをいう。 

⑹ 投下固定資産 所得税法施行令（昭和４０年政令第９６号）第６条第１号から第３号まで、

第６号及び第７号に掲げる資産（市長が認めるものに限る。）をいう。 

⑺ 投下固定資産額等 投下固定資産の取得、用地の造成、用排水施設の設置、高圧電力の引

込み、道路の整備若しくは市長が必要と認める設備の整備又はこれらに関する調査に要する

経費をいう。 

⑻ 地元新規雇用者 長岡京市企業立地促進条例施行規則（平成１５年長岡京市規則第４１号）

別表第１の３の項の表の備考６に規定する地元新規雇用者  

⑼ 埋蔵文化財発掘調査費 周知の埋蔵文化財包蔵地（文化財保護法（昭和２５年法律第２１

４号）第９３条第１項の規定により、埋蔵文化財を包蔵する土地として周知されている土地

をいう。）において土木工事等を行う場合の届出に対し、京都府教育委員会からの指示に従

い、土木工事等の原因者が負担する発掘調査に係る経費をいう。 

⑽ 一棟貸し 一棟の建物の全部を賃貸することをいう。 

⑾ 大規模宿泊施設 次に掲げる要件のいずれにも該当する宿泊施設をいう。 

  ア 客室数（増設宿泊施設にあっては、対象設置等により増加する客室数に限る。以下同じ。）



 

 

が１０室以上であること又は延べ床面積 （増設宿泊施設にあっては、床面積差。以下同じ。 ）

が３，０００平方メートル以上であること。  

  イ 投下固定資産額等（増設宿泊施設及びリノベーション宿泊施設にあっては、対象設置等

に係る投下固定資産額等に限る。以下同じ。）が２億円以上であること又は地元新規雇用

者の数（増設宿泊施設にあっては、対象設置等によるホテル等営業の事業の拡充に伴い増

加する雇用者数に限る。以下同じ。）が５人以上であること。 

⑿ 中規模宿泊施設 次に掲げる要件のいずれにも該当する宿泊施設（前号に該当するものを

除く。）をいう。 

  ア 客室数が５室以上であること又は延べ床面積が１,０００平方メートル以上であること。 

  イ 投下固定資産額等が６，６００万円以上であること又は地元新規雇用者の数が２人以上

であること。 

⒀ 小規模宿泊施設 次に掲げる要件のいずれにも該当する宿泊施設（前２号に該当するもの

を除く。）をいう。 

  ア 延べ床面積が３００平方メートル以上であること又は一棟貸しができる施設であること。 

  イ 投下固定資産額等が１，３００万円以上であること又は地元新規雇用者の数が１人以上

であること。 

（補助対象者）  

第３条 補助金の交付対象者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のいずれにも該当す

る者とする。 

⑴ 市内で宿泊施設の整備等を行う宿泊施設の所有者 

⑵ 市税等を完納している者 

⑶ 長岡京市暴力団排除条例（平成２４年長岡京市条例第２０号）第２条第３号に掲げる暴力

団員等でないこと。 

（補助対象事業）  

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、新設宿泊施設の

設置又は増設宿泊施設若しくはリノベーション宿泊施設の整備に係る事業であって、次の各号

のいずれにも該当すること。 

⑴ 当該施設の整備に係る地元新規雇用者数が１人以上あり、当該施設が地域経済の活性化及

び雇用の安定・創出につながるものであること。  

⑵ 当該施設が第２条第１１号から１３号までのいずれかに該当すること。 

⑶ 当該施設が過去にこの要綱に基づく補助金の交付を受けて対象設置等が行われたものでな

いこと。 

（補助金の種類及び額） 

第５条 補助金の種類は、宿泊施設初期整備補助金及び操業支援補助金とし、その交付期間、交

付額及び交付限度額は、別表に掲げるとおりとする。  

２ 前項の規定にかかわらず、国又は京都府から同一種類の補助金又は助成金を受ける場合には、

補助金を交付しない。  

３ 補助金の額は、千円単位とし、端数は切り捨てるものとする。  

（事業計画の承認等）  

第６条 補助対象者は、工事着工の３０日前までに補助対象事業に係る実施計画（以下「事業計

画」という。）を策定し、長岡京市宿泊施設立地等促進事業費補助金計画承認申請書（別記様

式第１号）により、市長に承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書を受け付けたときは、内容等を検討のうえ承認した場合には、長岡京



 

 

市宿泊施設立地等促進事業費補助金計画承認書（別記様式第２号）により当該補助対象者に通

知するものとする。  

３ 補助対象者は、事業計画の承認前に工事着工した場合は、補助金の交付を受けることはでき

ない。ただし、やむを得ない事由により、承認前に工事着工しようとする場合において、長岡

京市宿泊施設立地等促進事業費補助金承認前着工届（別記様式第３号）により市長に届け出て、

その後事業計画の承認を受けたときは、この限りでない。  

（事業計画の変更）  

第７条 前条第２項の規定による承認を受けた者（以下「承認計画策定者」という。）は、当該承

認を受けた事業計画（以下「承認計画」という。）の内容を変更しようとするときは、あらかじ

め長岡京市宿泊施設立地等促進事業費補助金計画変更承認申請書（別記様式第４号）により市

長に申請してその承認を得なければならない。ただし、軽微な変更については、この限りでな

い。 

２ 市長は、前項の申請書を受け付けたときは、内容等を検討のうえ承認した場合には、長岡京

市宿泊施設立地等促進事業費補助金計画変更承認書（別記様式第５号）により当該承認計画策

定者に通知するものとする。   

（工事着工届）  

第８条 補助対象者は、工事に着工したときは、速やかに工事着工届（別記様式第６号）により

市長に届け出なければならない。ただし、市長が認めた場合は、この限りでない。 

（工事完了届）  

第９条 補助対象者は、工事を完了したときは、速やかに工事完了届（別記様式第７号）により

市長に届け出なければならない。 

（地位の承継） 

第１０条 補助対象者の地位は、法人の合併又は分割その他の特別の理由がある場合に限り、当

該補助対象者の地位を承継することができる。 

（承認計画の中止又は廃止） 

第１１条 承認計画策定者は、承認計画（第７条第２項の規定による変更の承認を受けたときは、

当該承認に係る変更後の承認計画。以下同じ。）を中止し、又は廃止しようとするときは、あら

かじめ長岡京市宿泊施設立地等促進事業費補助金計画中止（廃止）承認申請書（別記様式第８

号）により市長に申請してその承認を得なければならない。 

２ 市長は、前項の申請書を受け付けたときは、内容等を検討のうえ承認した場合には長岡京市

宿泊施設立地等促進事業費補助金計画中止（廃止）承認書（別記様式第９号）により当該承認

計画策定者に通知するものとする。  

（承認計画の遂行状況報告） 

第１２条 市長は、必要があると認めるときは、承認計画策定者に対し、承認計画の遂行状況に

ついて、報告書の提出を求めることができる。  

（承認計画の承認の取消し） 

第１３条 市長は、承認計画策定者が次の各号のいずれかに該当するときは、承認計画に係る第

６条第２項の規定による承認（第７条第２項の規定による変更の承認を受けたときは、当該承

認に係る変更後の承認。以下同じ。）を取り消すことができる。 

⑴ 偽りその他不正な手段により、承認計画に係る承認を受けたとき。 

⑵ 当該承認計画に係る事業を計画に従って行わず、又は適正かつ確実に行うことができなく

なったと市長が認めるとき。  

⑶ 前２号に掲げるもののほか、規則又はこの要綱に違反したとき。 



 

 

（営業開始の届出） 

第１４条 承認計画策定者は、当該承認を受けた事業について、営業を開始したときは、速やか

に営業開始届（別記様式第１０号）を市長に提出するものとする。    

（交付の申請）     

第１５条 補助対象者は、長岡京市宿泊施設立地等促進事業費補助金交付申請書（別記様式第１

１号）により、市長に申請しなければならない。 

（交付の決定）  

第１６条 市長は、前条の規定による交付申請があったときは、当該交付申請に係る書類の審査

及び必要に応じた現地調査等により、その適正を審査し、適当と認めるときは、長岡京市宿泊

施設立地等促進事業費補助金交付決定通知書（別記様式第１２号）により当該申請をした者に

交付するものとする。  

（変更交付の申請) 

第１７条 補助金の交付決定を受けた補助対象者が、事業の変更をしようとするときは、あらか

じめ長岡京市宿泊施設立地等促進事業費補助金変更交付申請書（別記様式第１３号）により、

市長に申請しなければならない。ただし、軽微な変更については、この限りでない。 

（変更交付の決定）  

第１８条 市長は、前条の規定による変更交付申請があったときは、当該変更交付申請に係る書

類の審査及び必要に応じた現地調査等により、その適正を審査し、適当と認めるときは、長岡

京市宿泊施設立地等促進事業費補助金変更交付決定通知書（別記様式第１４号）により当該申

請をした者に交付するものとする。  

（申請の取下げ） 

第１９条 補助金の交付申請をした者は、第１６条の通知書（前条の規定による変更の通知を受

けたときは当該変更通知書。以下同じ。）を受領した場合において、当該申請に係る交付の決定

の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、市長が定める期日までに文書をもって申

請の取下げをすることができる。 

２ 前項の申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなかったものと

みなす。 

（補助対象事業の遂行） 

第２０条 第１６条及び第１８条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業

者」という。）は、補助金の交付の決定及びこれに付された条件その他市長の補助対象事業の遂

行のための指示及び命令に従い、善良な管理者としての注意をもって誠実に補助対象事業を行

わなければならない。 

（事業完了届） 

第２１条 補助事業者は、事業を完了したときは、事業完了届（別記様式第１５号）により、速

やかに市長に届け出なければならない。 

（検査） 

第２２条 市長は、前条の規定による事業完了届の提出を受けた場合には、速やかに検査を行う

ものとする。 

（補助金の確定通知） 

第２３条 市長は、検査終了後、補助金の額を確定し、長岡京市宿泊施設立地等促進事業費補助

金確定通知書（別記様式第１６号）により当該補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求及び交付）  

第２４条 前条の規定による確定通知を受けた補助事業者は、長岡京市宿泊施設立地等促進事業



 

 

費補助金交付請求書（別記様式第１７号）を市長に提出するものとする。   

２ 市長は、前項の規定により請求を受けた場合には、当該補助事業者に対し、補助金を交付す

るものとする。 

（交付決定の取消し）  

第２５条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは補助金の交付の決定の全

部又は一部を取り消すことができる。  

⑴ 偽りその他不正な手段により、補助金の交付の決定を受けたとき。 

⑵ 正当な理由によることなく、補助対象施設において営業開始日から１０年以内に営業の休

止又は廃止をしたとき。 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、規則又はこの要綱に違反したとき。 

（補助金の返還等） 

第２６条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは補助金の額の確定を取り

消し、又は変更することができる。  

⑴ 補助金を目的外に使用したとき、不当に使用したと認められるとき又は使用しなかったと

き。 

⑵ 補助金の交付に係る条件に違反したとき。 

⑶ 補助対象事業の経理状況が不適正と認められるとき。 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、規則又はこの要綱に違反したとき。 

２ 市長は、補助事業者が前項各号のいずれかに該当する場合で、当該補助事業者が既に補助金

の交付を受けているときは、期限を定めて補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

３ 市長は、前項の場合において、補助金の返還が納期限までに納付されなかったときは、当該

補助事業者に対し、規則第１５条の規定を適用するものとする。 

（是正措置）  

第２７条 市長は、補助事業者から第２１条の規定による事業完了届の提出を受けた場合には、

当該事業完了届に係る補助対象事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件

に適合しないと認めるときは、当該補助対象事業につき、これらに適合させるための措置をと

るべきことを、当該補助事業者に対して指示することができる。 

（財産の処分）  

第２８条 規則第１６条ただし書に規定する市長が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に

関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数又は交付決定の日から１０年の

いずれか短い期間とする。 

（営業継続報告書の提出） 

第２９条 補助金の交付を受けた補助事業者は、営業を開始した日の属する年度の翌年度から、

１０年を経過するまでの間、営業継続報告書（別記様式第１８号）を市長に提出するものとす

る。  

（その他） 

第３０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年２月７日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

（適用） 

２ 平成２９年４月１日からこの要綱の施行の日（以下「施行日」という。）前までに設置又は整

備の工事が着工された補助対象宿泊施設（第４条に規定する宿泊施設で補助金の交付の対象と



 

 

なるものをいう。次項において同じ。）については、施行日から３０日以内に第６条第１項の長

岡京市宿泊施設立地等促進事業費補助金計画承認申請書を提出し、事業計画が認められた場合

は、第６条第１項の承認を受けたものとする。 

３ 施行日以後３０日以内に設置又は整備の工事が着工される補助対象宿泊施設については、当

該工事の着工前に第６条第１項の長岡京市宿泊施設立地等促進事業費補助金計画承認申請書

（以下この項において「計画承認申請書」という。）及び同条第３項の長岡京市宿泊施設立地等

促進事業費補助金承認前着工届（以下この項において「承認前着工届」という。）を提出し、事

業計画が認められた場合は、第６条第１項の承認を受けたものとする。ただし、計画承認申請

書を提出した場合（計画承認申請書及び承認前着工届を提出した場合を含む）で、当該工事の

着工前に事業計画が承認されたときは、第８条の工事着工届を当該工事の着工後、速やかに提

出するものとする。 

 

  附 則 

   この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

  



 

 

別表(第５条関係)  

種類 交付期間 交付額 交付限度額 

宿泊施設

初期整備

補助金 

宿泊施設の操業を開始し

た日の属する年度以降 

埋蔵文化財発掘調査費とし

て補助対象者が負担した金

額に１００分の５０を乗じ

て得た額以内 

大規模宿泊施設 １，０００万円 

中規模宿泊施設 ５００万円 

小規模宿泊施設 ３００万円 

操業支援

補助金 

宿泊施設の操業を開始し

た日以後最初の固定資産

税(土地に対して課する固

定資産税を除く。)の課税

年度またはその翌年度以

降から３年度(交付期間中

に事業所の増築があった

場合における当該増築部

分については、市長が定め

る期間) 

家屋及び償却資産に対して

課する固定資産税額相当額

に、第１年度にあっては１

００分の７５、第２年度に

あっては１００分の５０、

第３年度にあっては１００

分の２５を乗じて得た額  

交付期間中の合計額 

大規模宿泊施設 １，５００万円 

中規模宿泊施設 １，０００万円 

小規模宿泊施設 ５００万円  

  


